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　　　京都工場保健会での嘱託産業医業務の変化と今後の展望

　　　 〜 r過重労働 による健康障害防止のた め の総合対策」

　　　　　　　　　　　　　　　策定後の 推移〜
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【背景】平成 14年 「過重労働による健康障害防止の

ための総合対策 （過労対策）」 が策定された 。 近年、

労働衛生機関に産業医業務を要請す る事業場が増え 、

産業保健活動の ニ ーズが高ま っ て い る 。

【目的】京都工場保健会 （当会）において、 「過労対

策」 策定後の産業医業務の変化につ いての解析と、

問題点の把握、今後の業務へ の提案を目的とした 。

【対象と方法】平成 14年度か ら 16年度の嘱託産業医

業務の変化を、 当会の産業医活動記録表より調ぺ た。

半日を 1単位 （約 3 時間）と して、担 当事業場数と

事業場に出向いて の業務単位数をカウン トした 。 産

業医業務に主 として従事する医師の 1年間の担当事

業場数 と 1 ヶ 月当た りの業務単位数の変化、各事業

場の産業医業務頻度の変化を検討した 。

【結果】平成 14年度か ら 16年度にかけて 、 担当事業

場数は 10．8　＄業嫐 年から 13B事業場〆年と増加 して

お り、 業務単位数も 13．6単位／月から 17．9単砌 月に

増加していた （表）。各事業場の産業医業務は高頻度

業務が増加傾向にあ っ た （図）。 産業医業務増加の事

例として、B社では過労対策を行うため、月 1 単位

の業務が平成 16年度より月 2 単位 （うち 1単位を過

労面談に専従）の業務に増加した、 C 社では労働基

準監督署の指導に基づ く緊急的産業医業務から問題

意識が芽生え、月 1 単位の業務が開始された 、 など

があっ た e

【考察】今回の 調査で 平成 14度年から 16年度にかけ

て、産業医の業務単位数と担当事業場数が増加 して

い るこ とがわか っ た 。 理 由として、各企業における

労働安全衛生法 （安衛法）遵守体制の強化、産業保

健に対す る社会的ニ ーズの 高ま り （過労対策やメ ン

タルヘ ル ス対策）、労働基準監督署か らの指導 （安衛

法遵守、過労対策な ど）、健康診断を実施 して いる事

業場に対する当会の産業保健サービス強化、の 4 点

が主に考えられた 。 この中でも産業医業務増加の原

因として 、 過労対策推進が存在するこ とは実際の活

動から確かであろう。産業医業務数の増加とともに

個々の医師の業務量が過密 にな っ てきてい るが 、 新

規の産業医業務担当医師の確保は容易ではな い 。 今

後、 過労対策が法制化され るならば、さらな る産業

医業務の増加が予想さ札 中小企業の産業医を担う

人材が
一
層必要と考えられた 。

【結語】京都工場保健会における嘱託産業医活動は

「過労対策」策定後、業務単位数と担当事業場数が増

加 して お り、更なる人材確保が課題と考えられた 。

表 嘱託産業 医業務の 年次変化 （平 均値）

注 ｝平成 15年度 は 11月末 まで の 平均値

図 産業医 業務の頻 度にみる年次変化
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